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著作権問題への法学的アプローチ
Law Approach to Copyright Problem
 田川史朗
 TAGAWA Shiro
要旨　近年日本で活発に議論されている著作権問題。保護期間の延長や権利の侵害など、
ひとくちに著作権問題と言っても論点はさまざまである。それらはインターネットの発展
によりそれ以前よりも増して複雑化した上に、他の知的財産分野と重なる領域の問題も多
く、理解は容易ではない。
　著作権問題のあらゆる論点について、早稲田大学において日本音楽著作権協会（JAS-
RAC）の寄付講座として行なわれたシンポジウムを題材にして、喫緊の著作権問題につ
いての多岐にわたる論点や事例の紹介および基礎知識の整理を行ないたい。最後には、音
楽を題材にして、サービス労働という新たな視点からの著作権の議論を模索し、コミュニ
ケーションを重視した形のアーティストとユーザーの新しい関係の例も紹介する。
はじめに　著作権に関する議論
　ここ数年、著作権問題は継続して議論され続けてきた。筆者が著作権問題に初めて注目
した 2004 年には、既に著作権を侵害する行為による経済的利益の損失を防ごうという動
きがあった。例えば音楽業界では当時、著作隣接権を持つ一部のレコード会社がCCCD
（コピーコントロールCD）を導入していたのだ。
　これに対する一般ユーザーの反応は概ね否定的、または無関心であった。私見だが、イ
ンターネット上では音楽ファンの否定的な意見が多数を占めており、それ以外のユーザー
（購入時にCCCDかどうかを気にかけたり、インターネットなどでCCCDの問題点につ
いて調べたり、というような能動的な行動を取らなかった消費者）にとっては無関心・無
関係な問題だったのではないだろうか。現在CCCDがほとんど存在しないことからもそ
れはうかがえると思う。
　文化審議会著作権分科会の「過去の著作物等の保護と利用に関する小委員会」などでの
数年間の議論の結果、著作権保護期間の延長はいったん見送りになった。当時活発な議論
をしていた団体としては、有識者が集まった「著作権保護期間の延長問題を考えるフォー
ラム（thinkC）」なども挙げられるだろう。
　しかし、ここへ来て民主党の鳩山首相から「JASRACは 70 周年ですから保護期間も 70
年に延ばす、最大限の努力をする」という主旨の発言が 2009 年 11 月 18 日の JASRAC創
立 70 周年記念祝賀会にて出たという。同祝賀会では自民党の森喜朗元首相からも「是非、
諸外国並みに立派な著作権法を整備していきたい」との発言があったそうだ（INTERNET 
Watch 2009 年 11 月 18 日の記事より）。
　もちろん、首相や政府要人がそのような発言をしたからといって、すぐに方針転換が行
なわれるほどことは単純ではないだろう。大げさな反応だと思われるかもしれない。しか
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し、著作権問題は国際的な問題、経済的に早急に対処すべき問題であるとの認識があるか
らこそ保護期間延長を主張する声が生まれるのであり、それが前述のような発言へと繋
がっていくわけである。だとすると、やはり一つの発言も無視するわけには行かない。
　専門家の議論、一般ユーザーの反応を無視するような、何年にもわたり続けられてきた
検討が水泡に帰するような決定には首肯しがたい。専門家もユーザーも、一つの決定が下
されてしまえば、法律が施行されてしまえば、それに従うことを求められる。そして一度
決定してしまったものを覆すことがいかに難しいかということは想像に難くない。
　喫緊の問題であるからこそ、議論を尽くさねばならない。そしてその議論は著作物を通
しての経済的利益に関与する一部の人間や、一部の専門家だけではなく、専門的知識を持
たない一般ユーザーが参加したものであるべきではないだろうか。現実的に、経済的利益
を提供するのが誰かということを考えれば、それはコンテンツを購入する一般ユーザー抜
きには語れないからだ。
　もちろん、実際に議論をするその場に呼べと言いたいのではない。一般ユーザーの行動
を念頭に置いた議論をすべきではないか、ということだ。専門家以外の一般ユーザーにとっ
ては著作権法の内容などどうでもよいことだ。だが、2010 年からは新たに、権利者に無
断でアップロードされた音楽や映像を、「違法ファイルと知りながら」（この点が重要であ
る）ダウンロードする行為が違法とされるダウンロード違法化の問題もある。
　本来、意図的に法を破ろうとして行動（例えば、コンテンツにかけられたコピープロテ
クトを外すためにソフトウェアをインストールする、など）を起こさない限り、つまりイ
ンターネットを通常考えられる範囲内、利用できる範囲内で使っている限りにおいては権
利侵害の心配などする必要がない、というのが理想だ。しかし、現在のインターネットで
はまだ、比較的簡単に侵害が「出来てしまう」。意図的な侵害とのいたちごっこゆえにそ
のような流れが形成されるのはやむを得ない部分もある。しかし、法を知らなかった、も
しくは軽視していたとはいえ、出来る範囲の行為を楽しんでいただけで損害賠償請求され
る・ゆくゆくは逮捕される日が来てしまうのだろうか。それが果たして最善の対策なのだ
ろうか。啓蒙が進まず制度だけが厳しくなれば、「著作権」、「著作権法」という言葉の印
象だけで「訴えられるかもしれない」と萎縮してしまい、個人の行動や新しいコンテンツ
流通の試みが妨げられることがあるかもしれない。それは文化的・経済的損失ではないだ
ろうか。
　大きく言えば個人への自由をどう開放し、どう制限するかという問題にもかかってくる
著作権問題の現状について、一般ユーザーには縁のない専門的な領域に足を踏み入れ、基
礎知識や代表的な事例を見ながら議論がどのように動いているのかを見ていきたい。
１．法学的アプローチで見る著作権問題
1-1　著作権侵害に関する喫緊の課題とは
　ここからは多様化する著作物の利用と著作権について法学での議論を取り上げ、著作権
に関する基礎的な知識の整理をしつつそこに考察を加えながら見ていきたい。
　手がかりとするのは、早稲田大学の法務教育研究センターが主催した公開講座である。
早稲田大学では、2003 年に採択された 21 世紀 COE企画の一部門として、知的財産法制
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研究センタ （ー以下 RCLIP）を組織した。このRCLIP が、『JASRAC連続公開寄付講座「著
作権法特殊講義」』として『著作権侵害をめぐる喫緊の検討課題』という全６回の講義を
2009 年の 10 月から 12 月にかけて実施した。各回の総合司会および世話人は高林龍（早
稲田大学大学院法務研究科教授、法研グローバルCOE知的財産法制研究センター長）が
務めた。
　テーマと司会・講師は次の通りである。
第１回 「著作権侵害訴訟の実務上の問題点」
　高林　龍　早稲田大学大学院法務研究科教授（司会）
　三村量一　弁護士、元知的財産高等裁判所判事
第２回 「著作権とコンテンツ流通」
　前田哲男　弁護士、早稲田大学大学院法務研究科講師（司会）
　齋藤浩貴　弁護士、
　　　　　　「ネットワーク流通と著作権制度協議会」
　　　　　　コンテンツの流通促進方策に関する分科会会長
第３回 「著作権保護の真髄を語る―著作者かつ法律家の立場から」
　富岡英次　弁護士、早稲田大学大学院法務研究科客員教授（司会）
　中村　稔　弁護士、芸術院会員、詩人
第４回 国際知的財産法シンポジウム
「著作権法および他の知的財産法によるプロダクトデザインの保護」
　Yves Reboul ストラスブール大学教授
「フランスにおける著作権の制限について」
　Frédéric Pollaud-Dulian パリ第一大学（ソルボンヌ）教授
（共通司会・パネラー）
　竹中俊子　ワシントン大学教授、早稲田大学大学院法務研究科教授
　駒田泰土　上智大学法学部准教授
第５回 知的財産法シンポジウム
「近時の知的財産法をめぐる諸問題」
【芸能人の氏名・肖像の法的保護―パブリシティ権の最新動向―】
　上野達弘　立教大学法学部准教授（司会）
　伊藤　真　法律事務所イオタ・弁護士
　奥邨弘司　神奈川大学経営学部准教授
　本山雅弘　国士舘大学法学部准教授
【総括―５年間の知的財産関係判例と学説の動向―】
　渋谷達紀　早稲田大学法学部教授（司会）
　五味飛鳥　弁理士
　加藤　幹　信州大学非常勤講師
　今村哲也　明治大学情報コミュニケーション学部専任講師
　三村量一　弁護士、元知的財産高等裁判所判事
第６回 「フェアユース規定を巡る課題と展望」
　平嶋竜太　筑波大学大学院ビジネス科学研究科准教授（司会）
　椙山敬士　弁護士
 （所属は各シンポジウム開催当日現在のもの）
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　以下、各回の報告内容を簡単に振り返りながら、特に筆者の関心に関連した部分につい
て詳しく取り上げていく。内容の紹介のみにとどまる部分もあるが、具体的に喫緊の検討
課題としてどのような事例が挙げられているのかを提示することだけからでも読み取れる
ことは少なくない。
　なお、以降では各回の講義内容と当日配布された講師各自のレジュメを参考に本文を進
めることをお断りしておく。
1-2　個別事例で知る日本の著作権侵害問題：「著作権侵害訴訟の実務上の問題点」
　それでは各回の内容に入っていこう。第１回は近年まで知的財産高等裁判所（知的財産
件に関する事件を専門に扱う裁判所）の判事を務めた三村量一が講師として登壇した。
　三村はまず著作権侵害訴訟の特色について述べた。他の知的財産権侵害訴訟と比較する
と、著作権法は経済法というより人格法のような特色を持っているという。
　著作権は無方式主義で著作者に権利が与えられるため、登録制度を採用している特許や
商標といった権利とは異なる。訴訟の当事者は、例えば JASRAC （日本音楽著作権協会）
のような権利の信託的譲渡を受けた特色のある個人が多いという。また、渉外事件も多く、
『ローマの休日』など著作権保護期間が終了した作品に関するものが例として挙げられる。
　次に、著作権侵害訴訟の構造に言及する。ここで重要な特色には、著作物性の問題があ
る。アイデアや事実情報は著作物には相当しない。したがってこれらに依拠して創作を行
なっても、著作物性がなければ著作権侵害にはならないのである。
　具体的な例を挙げよう。料理のレシピを作ってそれを本にまとめ出版したとする。その
本には著作権が生まれる。しかし、そのレシピと同じ料理を作ったから侵害、ということ
にはならない。
　もう一つの特色に、依拠性の問題がある。訴訟の被告が原告の作品を見て創作を行なっ
たとする。著作権の場合、特許と異なり、早い者勝ちとはならない。遅れて創作されても
依拠性がなければ侵害とはならないのである。
　続いて著作権侵害訴訟の争点についてだ。三村が挙げたのは「保護期間について」、「侵
害行為の主体について」、『「カラオケ法理」や著作権侵害行為の幇助者に対する権利行使
の問題点について』、の三点である。
　それぞれ代表的な訴訟を挙げると、まず一つ目の保護期間の問題では「ポパイ著作権事
件」、「ローマの休日事件」などといった、商業的な価値を維持している有名な作品の保護
期間がいつ終了するのかに関する事例が挙げられる。
　二つ目の侵害行為の主体については、録画ネット事件、まねきTV事件、ロクラク事件
などが例として紹介された。これらについては後章で詳しく触れる。
　三つ目のカラオケ法理とは、例えばバーやスナックなどにカラオケの機材を置くとする。
客がそれを利用したとしても、飲食店の直接的な金銭のやりとりは飲食に関するものであ
る。しかし、カラオケも店の利益につながるとみなされる。つまり著作物の直接的な利用
者だけでなく、その利用行為を管理した者や、それにより利益を得た者も利用者として見
なすというものである。これは以前筆者が JASRACの担当者にインタビューした際にも、
利用料の徴収に行った際にカラオケ機を置いたスナックの店主などになかなか理解されな
かった点だと聞いた法理である。
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　最後にはポパイ著作権事件（「ポパイ商標事件」と称される事件も存在するが別件であ
る）、キャンディ・キャンディ事件といった事件の最高裁判所での判例を題材にしての検
討が行なわれた。ここでの問題は、保護期間の問題に関連して、作品が法人著作か個人著
作かということや、漫画本のように一度週刊誌などで連載された後に加筆・修正して単行
本で再度発売された場合に公表の時期をいつとするのか、またそのような場合連載された
作品と単行本で出版された作品は別個の作品として見なされるのかどうか、ということが
ある。
　キャンディ・キャンディ事件の場合は、漫画のストーリーの作者と作画者の関係につい
て、ストーリー作者の原稿が原著作物であり、作画者が手がけた連載漫画は二次的著作物
であるとの見解が示されたことに意義があるということである。
1-3　個別事例で知る日本の著作権侵害問題：「著作権とコンテンツ流通」
　第２回では、弁護士で「ネットワーク流通と著作権制度協議会」コンテンツの流通促進
方策に関する分科会会長を務める齋藤浩貴が講師であった。ただし、立場によるものでは
なく個人としての意見としての講義である。
　齋藤は、現代では時間や場所を問わずに利用できる通信インフラは出来てきているが、
コンテンツはどうだろうか、という問いを投げかけ、コンテンツが不足しているとすれば
その要因は何か、著作権が妨げになっている部分はないかと述べた。
　その上で「コンテンツ」として想定するものを次の三点にまとめている。
１．制作者が資金を投下して製作したもの
２ ．「制作者と契約を締結して対価の支払いを受けた複数の創作者等」が製作に参加し、
または自らの著作物等が利用されることを許諾等することによって製作される作品
３ ．創作者等から製作者に対する権利譲渡や包括的許諾などの特段の合意がない限り、現
行法上、その作品の利用には、製作者のほか創作者等の許諾がそろうことを必要とする
もの
　具体的には、劇場用の映画やテレビ番組、レコードやゲームソフトなどである。
　コンテンツと著作権を考える上で問題になるのは、利益を損なわずにいかに流通を促進
するかということだ。例えばCDが世の中に普及し始めた頃には、今日のように音楽をファ
イルでコピーしたり共有したりという利用の仕方は想定されていなかった。果たして新た
に登場した利用の促進をはかるために特別の法制度は必要だろうか。
　そこで齋藤はコンテンツを次の三種類に分類した。
１．レコード等
２．ワンチャンス主義が働く劇場用映画
３．ワンチャンス主義が働かないテレビ番組
　以上の三種類である。「ワンチャンス主義」とは、実演家の隣接権が最初の公開にしか
及ばないというもので、例えば映画のDVD化などが対象外になる。ワンチャンス主義が
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働かないテレビ番組では、実演家は放送の許諾のみする。法制度が必要になるとすると、
このテレビ番組のようなコンテンツである。コンテンツの再利用にあたって実演家の許諾
が必要になるとすると、特に公開から時間が経過してしまっている場合などは全ての権利
者を探し許諾を取らなければならないという、膨大なコストがかかる作業が必要になって
しまう。しかも、一部の権利者が反対すればコンテンツを再利用することは出来なくなる。
　平成 21 年の著作権法改正で、捜索したが権利者に連絡が付かない場合などには、定め
られた裁定の申請を行い、かつ定額の担保金を供託した場合には、裁定又は裁定をしない
処分を受けるまでの間（もしくは権利者と連絡することが出来るまでの間）著作物等を利
用することができるようになった。今後権利のある作品の再利用については円滑な利用の
ためにさらなる議論が必要になるだろう。
　利用や流通の問題を考える際には、過去に製作されたコンテンツを想定するか、これか
ら製作されるコンテンツを想定するかという問題がある。過去のコンテンツには、先に見
たように著作権保護期間のことも絡んでくる。過去のコンテンツを利用し、今後のネット
に合ったコンテンツ創造を行なうための環境づくりに関連して現在議論されているのがい
わゆる「ネット法」である。
1-4　個別事例で知る日本の著作権侵害問題：「近時の知的財産法をめぐる諸問題」
　第５回の中で今村哲也は、著作権法の近時の学説の動向について、論点の紹介を中心に
報告した。
　現状では、過去数年間から現在に至るまで、学界での議論を著作権法法学会の議論がリー
ドしている。具体的には、「著作物の利用と契約について」、「著作者人格権に関する総合
的考察について」、「翻案について」、「権利制限について」、「著作物の隣接領域と著作権法
について」、などである。
　著作権法にとっての難題として、「応用美術」の法的保護の問題がある。応用美術とは、
絵画がデザインされた工芸品など、実用的な目的・性格を持った著作物のことである。著
作権と意匠権のどちらで保護するかは判断が難しい。例えば、烏龍茶のラベル表示（商品
やブランド名の文字、図形、色彩）などで産業上利用される予定がある場合は著作権法の
対象には含まれない。
　その他、大学の研究や映画といった不特定多数が関わる著作物の権利の主体や、引き続
き議論される著作権保護期間の延長論、著作物の利用と契約についてが取り上げられた。
　また、新たな契約形態の登場の例としてGPL （General Public License）やクリエイティ
ブ・コモンズ・ライセンスが紹介された。両者とも、独自のライセンスを著作物に付与し
て利用条件を明示し、著作物の利用にあたってのユーザーのコストを軽減しようというも
のである。
　ただし、これらは登場して既に数年が経過している事例である。これらがまだ「新たな
契約形態」として扱われているとすると、ここ数年の間はさらに新たな契約形態は登場し
ていないということになる。
　上野達弘はパブリシティ権についての講義を行なった。パブリシティ権とは、顧客吸引
力のある芸能人の氏名や肖像を商業的に利用する際の利益を保護する権利のことである。
保護を明確にする法律や規定はなく、パブリシティ権の侵害なのか、プライバシー権の侵
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害なのか、名誉毀損なのかは法解釈に委ねられている。
　伊藤真の講義の中では「キングクリムゾン事件」が取り上げられた。これは世界的に有
名なバンド、キングクリムゾンのメンバーの肖像や作品のジャケット写真が書籍に使われ
たことが権利の侵害にあたるかどうかが争われた事件である。侵害判断の基準は通称「専
ら基準」と呼ばれる、氏名や肖像の利用が顧客吸引力に着目して専らその利用を目的とし
ているものであるかどうかで判断される。
　奥邨弘司はモンゴメリー事件を例に引き、アメリカ合衆国におけるパブリシティ権につ
いて報告した。モンゴメリー事件とは、1997 年にカントリー歌手ジョン・マイケル・モ
ンゴメリーが父である故ハロルド・モンゴメリーに捧げる「I Miss You a Little」という
楽曲をリリースし、これに伴ってミュージックビデオを制作した。ここにハロルドの映像
が無許諾で制作されたことについて、遺産執行人であるハロルドの後妻バーバラがコモン・
ロー上および制定法上のパブリシティ権を侵害していると訴えたものである。結果、商業
的利益のためにハロルドの声やイメージは私物化されていないとの判断がくだされ、バー
バラの訴えは退けられた。
　その他、重要な指摘として、加藤幹は特許法についての講義の中で「研究者の気付かな
いところでユーザーが問題を抱えている」と述べた。
　五味飛鳥は意匠法の領域において周辺法との境界領域に関する議論が重厚で、「ドーナ
ツ化」のような現象が起きている（例えば意匠法よりも、意匠法と著作権法が重なる部分
の議論の方に比重が置かれがちである）と述べた。また商標法に関して、新しく色彩、音
などの非伝統的商標の保護が進んでいるという国際的潮流の影響で、保護制度導入を前提
としての制度論がやや急ぎ足で先行してしまい、根本的な議論が置き去りにされてしまっ
ているのではと指摘した。
　本山雅弘はドイツの肖像権について講義した。ドイツでは自己肖像権が美術著作権法で
保護されているほか、人格権の財産価値的構成部分の譲渡可能性に、著作権の使用権許与
モデルを援用する学説が存在するなど、肖像権と著作権の関係が密接である。
　このように法学的観点から著作権問題を論じようとする際には、隣接しているいくつも
の権利とそれを守る法についての理解が必要となる。その上で論じようとする問題がどの
領域で議論されているものなのかについて注意しなければならない。
1-5　著作権問題の日本とフランスとの比較
　講座の順番は前後するが、第４回では、欧州での著作権法の問題についての考え方を知
るべく、フランスからYves Reboul、Frédéric Pollaud-Dulian の二名が招聘され、講義が
開かれた。
　フランスでは、「美術の統一性理論」により、純粋美術と応用美術を区別しない。その
ため、著作権は純粋美術のためのものだが、応用美術にも適用できる。またフランスの美
的意匠は、ドイツや日本の実用新案とは等号で結ばれないものである。
　150 年に及ぶフランスの著作権についての立場は、「芸術的・美的な質は問わない」と
いうことに集約できるようだ。同時に、工業的な物品かどうかも問わない。著作権は美的
外観を保護するものであり、これをもたらす物でさえあれば、その使用目的は問われない。
　例えば着物の柄のデザインは芸術作品であり、美術館に飾る絵をつくるのと同じと見な
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されるのである。また保護の条件は新規性と独自性であり、INPI （フランス国立産業財産
権院）への出願にあたってはいつ創作されたかという日時が重要である。
　また、意匠と商標の両方で権利を主張することも可能だ。両方で主張する条件は、その
サービスを特徴づけ、他との個体識別を可能にする形状が機能とは関係ない部分で見られ
るかどうか、である。他からの識別が可能と言えないありふれたデザインと見なされた場
合は認められない。例えば、江崎グリコ社の「ポッキー」のように棒状の生地の大部分が
チョコレートでコーティングされている菓子は、類似品が商品として複数存在するため、
そのフォルムをEU商標に申請しようとしても識別の要素にはならない。
　駒田泰土によると、日本の場合は著作権保護期間が意匠登録での保護よりも長いので、
応用美術の保護について著作権で扱う範囲を広げてしまうと、意匠登録出願のインセン
ティブが低くなってしまう。それゆえ、必然的に美術は狭く解されることとなる。
２．重要事例で見る著作権問題
2-1　著作者から見る著作権問題
　ここからは、筆者が特に重要と認識した三つの問題について言及していく。
　第３回では、弁護士であり詩人でもある中村稔の著作者としての実感を交えての講義が
行なわれた。
　まず、個人によるCDのジャケット画像を引用してのインターネット上での批評につい
て、中村は勝手な利用であり著作者の意欲の阻害になるのではないか、と述べた。
　また、学園祭での無料コンサートを行なうことは可だが編曲を行なうことについては不
可、とする著作権法 43 条について、上野が「その程度であれば認めても良いのではないか」
という見解なのに対して、中村は「そのような編曲は作曲者への冒涜であり、音楽家に比
べると技術で劣る学生が編曲を行ない発表することは文化の発展を阻害するのではない
か」との考えを述べた。
　これは譜面にされた音楽、録音された音楽は不変の一つのものである、という認識に基
づいている。しかし、もしも豊かな技術で譜面そのままに楽曲が再現されたとしても、一
回一回の演奏が、例え録音された楽曲を再生するのだとしても、それぞれに異なる音楽で
はないだろうかという指摘を行なっている。（増田・谷口、2005）
　そのような見地に立つと、演奏が技術的に劣っていないかどうかの判断に個人差がある
こととも相まって、中村の考え方では演奏出来る人員・機会が著しく制限される。それが
文化の発展に貢献するか、阻害するかは判断が難しいところである。筆者の私見では、学
生の演奏が音楽家より劣るであろうことは容易に想像が付くものと思われるので、聴衆が
原曲に触れる機会や学生の努力の過程を見せる機会を増やすために、編曲を認めても良い
のではないかと思う。
　次にフェアユースについて中村は、「極端な事例で制限規定をするのはいかがなものか。
いろいろな問題がある、と言われているところには本当に問題があるのか、拡大解釈をし
ているのではないか」と、フェアユースが必要かどうか、逆に文化的創造の妨げにならな
いか、を懸念していた。
　この回での見解の中に登場した言葉に、「クリエイターの感覚」というものがあった。
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詩人である中村の感覚は、クリエイターの生の声であり、議論の中で尊重すべき「現場の
声」の一つである。しかし一口にクリエイターと言ってもその意見は多種多様である。同
じクリエイターでもこうも意見が分かれるものかというほどに分かれる。だからこそ著作
権問題の落としどころが模索され続けているのだ。それを集約することは現実的には不可
能だが、議論に当たっては考えられるあらゆる問題点を洗い出し検討することが必要であ
る。そのためには中村の意見を念頭に、かつ中村とは異なる意見を集めることと、中村の
指摘通り「本当に問題があるのか」どうかについて検証することが必要だろう。
2-2　二つの事件に見る「権利」
　第５回では拡大版として、著作権に限らない知的財産法の諸問題についての報告がなさ
れた。例えばテレビ番組などは映像と音楽からなり、そこには著作権のみならず肖像権が、
また著名な（「顧客吸引力がある」）芸能人が出演していればパブリシティ権が関わってく
る。映画もまた然りで、しかも映画の著作権は他とは保護期間が異なる。
　取り上げられていた中で特に着目したいのは、「録画ネット事件」と「まねきTV事件」
だ。ともに著作隣接権についての類似した事件だが、裁判の結果は異なる。先に裁判となっ
た「録画ネット事件」では著作隣接権の侵害で敗れて違法とみなされ、サービスが終了に
追い込まれている。一方「まねきTV事件」では著作隣接権の侵害は認められなかった。
その分かれ目について見ていこう。
　まず、「録画ネット」のサービスの内容を説明しよう。利用者は海外におり、録画ネッ
トは日本でサーバーを保持し、録画された動画ファイルをここに蓄積する。利用者はイン
ターネットを通じてこの動画ファイルを録画する。録画ネットでは動画の内容にはタッチ
せず、複製を行なうのは利用者である、というものだ。2004 年のアテネオリンピックの
開催時に問題となり、テレビ局側からの仮処分の申し立てが 2004 年７月行なわれた。
　オリンピックのような国際的かつ高視聴率が想定される番組では、放送権の買い付けが
大きな問題となる。例えば日本が放送権を買い付けて、そのコンテンツが日本以外の国で
視聴出来るとすると、次に番組を買う際に放送権の値段が高くなるのだ。そのため、テレ
ビ局にとってどこでも試聴を可能にする録画ネットは食い止めたいサービスだった。カラ
オケ法理のようなものだとして差し止め請求の段階で敗訴し、本訴を前に原告と和解した。
この時録画ネット側の弁護を担当していた春日秀文は次のように言う。
　 　ただ僕に言わせれば、日本にいる母親がCDに焼いて郵便でアメリカに送るのはあり
なわけですよ。録画ネットがこれと比べてどう違うか……。自分が持っている PC等を
母親に預けるか、それともハウジングサービス業者に預けるかの違いがあるだけでしょ
う。録画ネットの場合は、何を録画するかは誰にも知られないのだから、私的という意
味では母親に頼むよりも私的だと思います。また、コンテンツは確かに海を渡るけれど、
業者に預けている自分のパソコンと手元にある自分のパソコンの中から外にコンテンツ
が出ていくわけではないので、これを流出というのはおかしいと思うんですよね。権限
者のみがログインして入り込むパソコンの中は、私的な領域だと思うんです。ユーザー
がアメリカで録画したものを売っちゃったら別の話になりますけど（岩戸、2008；54）
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　これが情報にアクセスする権利、憲法における「知る権利」の侵害になるかどうかが論
点である。
　 　裁判所が判例を現代の事例に合わせるようにいじって決めることではないのではない
か、こんな時代だ、国がきちんと議論して決めるべき（岩戸、2008；60～61）
とも春日は述べている。
　一方「まねきTV」は、ソニーから 2003 年に発売されたロケーションフリーという商
品を利用する。これは「ベースステーション」という受像機にテレビアンテナやDVDレ
コーダーなどをつなぎ、そこから別の場所にある受信用の機器に映像を送信するものであ
る。家の中の別の場所から外出先、海外に至るまで、あらゆる場所で録画した番組やCS
放送などを視聴することが出来るというものである。このまねきTVが権利を侵害してい
るかどうかが問われたのが「まねきTV事件」だ。
　まねきTVの永野周平は、サーバーを持ってそこにファイルを置かせるのではなく、
ファイル形式の変換システムだけをユーザーに提供し使わせることで、あくまでもユー
ザーの個人使用であると主張し、送信可能化権の侵害には当たらないとした。そして結果
として、地裁、高裁、最高裁への抗告でもテレビ局側からのサービス差し止め請求は却下
された。
　この録画ネットやまねきTVなどの問題は、広く言うと「情報へのアクセスの可能性の
自由を制限すること」について問うている。
　テレビ番組の場合、ローカル局が制作した番組は放送法の地域内送信の規定により必然
的に視聴地域が限られる。その「限られた人間しか見ていない（見る権利を持っている、
見られる可能性を持っている）」ことが価値を持っている一面もある。規定に加えコスト
もあれば、地域によって見られる可能性がなくなる、もしくは著しく低下することはやむ
を得ない。
　しかし、本来視聴者が増えること自体にはメリットがあるはずだ。放送法も、放送が広
がる方向に動くためのものではないのだろうか。優良なコンテンツならば、それを見たい
という欲求も高まる。果たして番組を見たい（情報にアクセスしたい）という自由をどこ
まで制限出来るだろうか。
　第５回の講義で登場した奥邨が『情報ネットワーク・ローレビュー』での『変質するカ
ラオケ法理とその限界についての一考察　～録画ネット事件とまねきTV事件を踏まえ
て～』でこの問題に触れている（岩戸、2008）。奥邨は、録画ネットが違法だという判決
の根拠となったカラオケ法理が、録画ネットのようなネットワークサービスを規定したも
のではないと指摘した。その上で、時代や状況の変化への対応に追われて法が無理を重ね
てしまっている、カラオケ法理の適用範囲は直接的な利用が侵害行為となる場合のみに限
定する必要があるのでは、と述べた。
　 　このままでは、カラオケ法理が適用された結果として、あるサービスやシステムが著
作権等を侵害するということになるのではなくて、著作権等を侵害するサービスやシス
テムには、カラオケ法理が適用できるとでもいわざるを得ない本末転倒な状況が、近い
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将来生じかねないのではないかと危惧してしまう（岩戸、2008；57）
　カラオケ法理がもともとの範囲を超えて、万能薬のように、悪い言い方をすれば都合良
く捻じ曲げられて機能不全に陥る前に、もう少し現状にフィットする法体系を再検討する
必要があるようだ。
2-3　フェアユースの可能性
　第６回では、弁護士の椙山敬士がフェアユースについての講義を行なった。
　日本では今導入について議論されているフェアユース。アメリカ合衆国では著作権法
107 条において批評、解説、ニュース報道、教育（教室で利用するためのコピーなど）、
研究、調査等を目的とする著作物のフェアユースは著作権の侵害とはならないと規定され
ている。
　フェアユースかどうかの判断の指針としては主に「利用の目的および性質」、「利用され
た著作物の性質」、「著作物全体に対する利用された部分の量および質（作成される著作物
の数や引用される範囲など）」、「著作物の潜在的市場や価値に与える影響」の四点が定め
られている。これらが条件を満たしていれば著作物の二次利用が出来る。
　平嶋竜太によると、日本版のフェアユースは「文化審議会著作権分科会法制問題小委員
会」、「知財戦略本部・デジタル・ネット時代における知財制度専門調査会」、「デジタルコ
ンテンツ利用促進協議会」、『経団連報告書「デジタル化・ネットワーク化時代に対応する
複線型著作権法制のあり方」』などで議論されてきた。
　その上で、「権利制限規定では書き尽くされていない制限領域もあるのだ、ということ
を条文上も確認しておくということも意味があるのではないのか？」と投げかける。そこ
に平嶋の考えるフェアユースの果たす役割がある。そうだとすると、今「クロ」のものを
「シロ」にするのではなく、「シロ」のものが変わらず「シロ」であることを確認するた
めの規定ということになる。
　筆者はフェアユースの議論において賛否が分かれるのは「シロ」の部分を広げるかどう
かにある、という印象を持っていたが、この場合は論点がそこから外れる。
　平嶋はフェアユースを適用する対象についての程度問題の話ではなく、より本質的なと
ころから考えるべきではないか、との所感を述べた。また、フェアユース規定と関連して
考慮すべき事項として、著作者人格権への適用可能性について著作者人格権の本質に立ち
入った議論が必要であるとした。
　日本におけるフェアユース規定の導入可能性については、第一回で三村量一が導入可能
性に触れて「３ステップテスト」を取り上げている。これはベルヌ条約９条２項、TRIPS
協定 13 条、WCT （著作権に関する世界知的所有権機関条約）10 条によるもので、「特別
の場合であって」「著作物の通常の利用を妨げず」「著作者の権利を不当に害しない」、こ
の三つを満たした場合にフェアユースとしての利用が認められるというものである。
　三村はフェアユース導入の可能性の利点として、現状で著作物利用の実情と権利の制限
規定に不整合がある点を挙げている。一つは伝統的な著作物の利用形態、例えば企業内で
の複製などの目が届かないところで行なわれている行為、二つ目が IT機器における情報
蓄積の問題で、第一興商のデジタルラジオ「スターデジオ」が違法かどうか争われた事件
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など、いわゆる「グレーゾーン」で行なわれていた行為が「シロ」かどうかということ、
三つ目がGoogle のような検索エンジンにおける著作権の問題である。いずれも現代の一
般的な日常生活の中で関わりうる事項であり、不整合を解消すべく議論を進めることが望
ましい。
３．考察とまとめ
3-1　法学の議論を受けての考察
　今まで見てきたように、議論で取り上げられる題材は大量な上に多岐にわたり、一つの
事件だけでも権利は複雑に絡み合い、法の解釈をめぐって意見が戦わされる。
　筆者の関心分野は音楽著作権である。それに対し、ここまで挙げてきた事例の多くは音
楽に特化した問題ではない。しかし、例えばアーティストが出演したテレビ番組をインター
ネットにアップロードすれば肖像権の侵害についても問われることになる、というように、
音楽以外の芸術分野、著作権法以外の法律と重なる部分は多い。つまり、「音楽の問題」
を考える場合には、「音」に関することだけを見るのでは不十分だということだ。譜面が
出版されれば出版物の形で、CDが発売されればそのジャケット写真の肖像についても、
権利の主張がぶつかることはありうるのである。
　そうしていくつもの権利が絡み合っていることが、著作権の問題をより複雑にさせてい
る要因であると言えるだろう。どの問題に、もしくは問題のどこに著作権が関係している
のかが、特に専門知識のない人間にはまずわからない。例えば特許権や肖像権など著作権
の問題ではない部分について、著作権の問題であると誤解してしまうかもしれない。さら
に、著作権の領域の問題である、ということがわかったとして、次にはその支分権のどこ
に該当するのか、という問題もある。
　懸念されるのは、著作権という言葉の独り歩きと、それに伴い行動にブレーキがかかっ
てしまうこと、つまり「著作権のことは大丈夫だろうか」「著作権のことで何か言われる
のではないだろうか」と萎縮してしまい、先回りして行動を自重してしまうことだ。これ
を防ぐためには、法学の議論に加え、法学とは異なる視点からの議論も必要になってくる
のではないだろうか。
　誤解のないように述べておくと、もちろん筆者は法学での議論を否定するものではない。
そもそもの出発点を見ると、RCLIP の場合は「TRIPS 協定によって知的財産法制が世界
的に標準化さ
原 文 マ マ
れつつ現状においては、標準化された法の下で保護されるべき知的財産のエ
ンフォース面の重要性が高まるとの認識のもとで、欧米諸国だけでなく、アジア諸国にお
いても知的財産法制とその適正な執行のための方策を各国の協力の下で構築しようとの遠
大な目標を立てて活動してきた」1) のだから、その議論の流れは至極当然なものである。
現状で起きている個別の問題に対処するために、必要不可欠な議論であることは言うまで
もない。
　しかしながら、「制度を遵守させる」ことは強制力だけでは難しい。プライバシーの問
題があり、個人個人の行動を監視することが難しいからだ。「起きたこと」には対処でき
　　　　　　　　　　　　　　　　
1) 『企業と法創造』高林龍の巻頭言より
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るが、「起こさないようにすること」には異なる働きかけも必要ではないだろうか。
　そのために、根本へ立ち返って「著作者」の定義を問いなおし、作者にどこまでの権利
があるのか、作者以外の誰にどのような権利があるのかということを議論しなおす時期に
来ているのではないかと筆者は考える。
3-2　新たな視点から見る著作権―サービス労働の視点から―
　前節で触れたように、法学での議論を進めることは重要課題なのだが、そこから一度離
れて社会学的・人類学的観点での議論を行うことも必要だと筆者は考える。著作者と一般
ユーザーは単に金銭と商品の交換をしているだけではなく、そこに付随する非市場的なコ
ミュニケーションがあり、その重要性が高まっているのではないかという視点を持ってい
る。
　そこで、少々唐突だが、法学とは異なる視点から著作権を考える一つの手立てとして、
著者の関心分野である音楽をサービス労働として捉える視点を提案してみたい。
　サービス財とサービス労働の本質に関する試論を提出した尾形隆彰によると、サービス
は生産されて即消費される保存不可能なもの、消費されてこそ価値が実現するものである。
　尾形は市場交換される財の分類を行っている。（松島・石川・川喜多・田所、2005）
　一つ目は「物財」で、一般的な市場財、物質的・工業利用的な性格を持った財である。
　二つ目は「情報システム財（広義のサービス財）」で、知識や情報そのものや、システ
ムとして保管可能なものを指す。例えば、各種の技術ソフト、マニュアル、音楽ソフト、
書籍などである。これは、物財の部門からも、次に挙げる「（狭義）サービス財」からも
派生する。
　三つ目がその「（狭義）サービス財」である。これは生産即消費となるようなサービス
財（サービス労働）で、歌手が歌っている状態などが当てはまる。消費されると同時に顧
客に「便益＝満足」をもたらすが、後には何も残さない。社会生活には一定不可欠なレジャー
などがここに位置する。
　音楽に関して言うと、何も残らないサービス財ならば問題がないのだが、現在の主要ソ
フトはCDである。情報システム財であり、中身の情報がコピー可能なため問題は複雑化
し、著作権の問題が付きまとう。しかし複雑化以上に、その情報の使用権ばかりが注目さ
れ議論されているところに問題があると言える。著作者と消費者（一般ユーザー）の間の
「感情の交換」とでも言うべき側面が忘れられてしまうからだ。
　著作権保護について、議論の中で例えとして第一次・二次産業の例が出される。「一生
懸命作った野菜を勝手に持っていかれたらどう思うか」、などだ。しかしこれは物財とし
てのみ捉えており、サービス財の議論からすると不適当な例え方である。
　かつては物財生産が主、サービス財は従だった。生産―所得―消費の三面等価の法則は
自明とされながらも、意識のうえではそのような扱いだった。しかし、現代はサービス経
済化が進展し、情報システム財を中心に、狭義のサービス財が中心となる産業社会が形成
されようとしている。そのような社会では、例えば個別の訪問販売に携わるような営業職
者であっても、専門的な商品知識や全人格的サービスを提供することが求められる。営業
では物財を売ることもあるが、情報システム財や狭義のサービスそのものを提供すること
もある。いわゆる「商品」の評価は難しくなり、顧客との関係の「評価の主観性」をもそ
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の特質とする労働となるのだ。もちろんサービスが商品として市場財となるという意味で
は物財と同じなのだが、それを提供する「労働」と消費する「消費者」の関係がより接近
するというV．フュックスの論点を尾形は強調している。（松島・石川・川喜多・田所、
2005）
　音楽も例外ではなく、現実的にはいかにして市場価値のある情報システム財を形成する
のかが重要になってくる。しかしサービスの提供過程においては、著作者にとっての金銭
への換算だけではなく、非市場的な部分、コミュニケーションが重要になるのではないだ
ろうか。そして、そのことを内心理解しているがゆえに著作者たちは両者の狭間で悩んで
いるのではないか、というのが筆者の観点である。
　こうした観点から次節にて、コミュニケーションを含めた新しい取り組みを紹介する。
　また産業の問題点の一つとして、能力を後継者に伝達しないまま、ある年齢になると辞
めてしまうということがある。これを打開するためには、技術の伝達に加え、過去のコン
テンツを有意に利用できることも必要だろう。その意味で著作権および著作権法をどのよ
うに規定するかも重要な課題である。
3-3　サービス労働としての音楽
　先に示したような文脈に入るかもしれない立場で行動するアーティストも現れている。
ここでいくつか例を挙げておきたい。
　著名なアーティストはその有名性（パブリシティ権の言葉を借りれば、顧客吸引力の強
さ）を利用して、新たなコンテンツ販売の形態を試みている。
　例えば世界的な人気を誇るバンド、レディオヘッドは新作アルバムをダウンロード販売
するにあたって一定の範囲内で買い手に購入料金を決める自由を与えるという形式を試み
たし、ナイン・インチ・ネイルズ名義で音楽活動を行なっているトレント・レズナーは作
品をインターネットで無料ダウンロード提供する一方、さらに高音質の作品を販売すると
いう手段を取った。
　一方で日本のアーティストの中にも、マスメディアやレコード会社などの資本に頼らず、
自らの活動で投資と収益のサイクルを回していこうという方向性を試みるアーティストが
登場している。
　例えば、「まつきあゆむ」という音楽家の場合は、自身の公式ウェブサイトからアルバ
ムをダウンロード販売し、申し込んだユーザーにメールで手順を説明し、ファイルを直接
ダウンロードしてもらうというビジネスに乗り出した。CDに付き物のジャケットや歌詞
カードも同じくダウンロードすることが出来る。売り上げは全てまつき本人の収入となり、
彼の音楽活動に還元されることとなる。
　まつきはこのような方法で作品を販売することにした経緯を自身のウェブページで次の
ように語っている。
　 　2009 年が幕を閉じかけてるけど、音楽業界の不景気とか変化とか色々について言及
する機会が最近増えてきましたね。
　 　僕たち音楽家にとっては、活動し続けていく新しい方法を自分たちで探ってく時代に
なったと思っています。
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　（中略）
　 　これは僕がどの組織にも属さない、自由で新しい音楽活動の基盤になり得るものとし
て考えました。
　　形式だって言うのがめんどくさいので話しながら説明します。
　 　僕みたいな音楽家にとって、従来の大規模音楽ビジネスの中にいるとこっちもむこう
もお互い機能しないなって最近思ってました。
　 　必要なのは、本当に欲しい録音機材を手に入れる事や創作したり録音するための時間
をある程度自由にとったり、売りたい値段で売りたい時に音楽を売ったり（あるいは速
攻でフリーダウンロードにしたり）、そういうすごい単純な事だけです。
　 　実態のない大勢の誰かに自分の大事な音楽を投げつけてみるより、今こそ、僕の音楽
に興味を持った人へ１対１でそれを手渡ししたいと思ったんです。
　　そのために僕はインターネットとか肉体的に使えそうだぞ、と。
　 　だからダブルアルバムに関しては、どこも通さず自分で売ります。著作権も僕に帰属
し、自分で管理します。音楽をダイレクトに聞く人に渡していきます。
　（中略）
　　先人達の偉大な音楽に敬意をはらいつつ／2009 年 12 月１日／冬／まつきあゆむ
　（2009 年 12 月１日付『「１億年レコード」発表とM.A.F 設立のお知らせ』より）
　さらにまつきは今回の作品だけに限らず、「M.A.F」（マフ）という今後活動を続けてい
くためのファンドの設立も宣言した。その部分についても引用する。
　 　さらに、ああ聞いて良かった、もっと聞かせろ！なんか見せろ！と思ってる人からダ
イレクトにお金を集めて、その基金を活動資金にしようと思います。
　　寄付金額は１円でもいいし、１億でもいいです。好きなだけ。思った時に 365 日。
　 で、そういうの中身全部オープンにして。今これだけですっていう。web サイトと
twitter とかで。
　 　俺こういう音が出したくて、それを出すための機材買いたいからこれだけ使うつもり
だ、とか。
　 　単純に 1000 人から 1000 円集めたら僕はそのまま 100 万手に入れて、それでまた面白
い事して返す。
　 　リスナーと音楽家で限りなくダイレクトに行われて、間でよくわからない場所へ資金
が還元される事なく自分自身に戻ってくる仕組みが欲しいなとずっと思ってました。
　 　素晴らしいと感じた音楽とかアイデアとか「体験」自体にフェアに対価を払う事がで
きる、当たり前で健全なシステムを自分で作ってそれを堂々とやろう。
　が、「M.A.F」（マフ）です。
　（2009 年 12 月１日付『「１億年レコード」発表とM.A.F 設立のお知らせ』より）
　まつきはこれらの情報をマスメディア等を通じて告知できる立場にはない。筆者も含め
てほとんど全ての人は今回の一連の動きについてまつきのウェブサイトや、まつきの活動
に言及した誰かのウェブページなどで知ったことだろう。一般ユーザーたちが広告宣伝の
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一端を担い、マスメディアとは異なる情報伝達が広がっていく。新たなユーザーの関心を
引くためにはそのような場に関心を持って存在している誰か（ユーザー）の声を生かすこ
とも必要になってくる。
　もちろん、パソコンがなければ購入の第一歩すら踏み出せないなどの問題もある。イン
ターネットが全てを解決するという意味ではない。コンテンツを介してコミュニケートす
る両者にとって有益となるように選択肢を広げる、その可能性がこれらにはあるというこ
とだ。
　筆者は、音楽を聴くという行為は突き詰めれば他者とのコミュニケーションである、と
考えている。南田勝也が「人―作品―人関係」と定義したような（南田・辻、2008）、作
品を通じて他者とコミュニケートすることの積み重ねによって自分の好みのようなものが
作り上げられていく。そのため、楽曲以外の部分、例えばCDをリリースするのならばパッ
ケージのデザイン（アートワーク）や歌詞カード、解説、ライナーノーツなどと呼ばれる
文章、これら全てにアーティストの表現したい意図が込められているし、込められていて
しかるべきであると考えている。加えて、テレビや雑誌などのマスメディアに露出をする
かどうかや、容姿や話術も評価の項目に含まれる。
　つまり、アーティストの楽曲が好きで聴くこともあれば、アーティストの活動姿勢に関
心を持って作品を聴き始めることもある（もちろん、楽曲が気に入らなければすぐに聴か
なくなるだろうが）。楽曲が気に入って聴き始めてから関心を持って情報を探索し、活動
姿勢について知ることでさらに好ましく思う場合もあるだろう。作品と出会う入り口や付
き合っていく方法は多様化する。そしてその多様化した付き合い方の中で、違う誰かの作
品や、同じ作品に魅せられた他者と出会っていくのである。
おわりに
　著作権問題は音楽、映像、肖像、絵画など芸術分野全般に関わり、工業所有権など近接
する他の権利とも複雑に絡み合っている。そして課題ごとに、さらには事件（訴訟）ごと
に原告と被告、専門家とビジネスの当事者、異なる立場のそれぞれが持つ法解釈が突き合
わされて判断が下されていくのだ。フェアユースなど新たな規定も検討され、日々刻々と
変化する状況に対応すべく法規定も変わっていくのだろうが、そこで誰の利益（経済的な
ものも、サービスを通じて交換される感情的なものも）をどのように尊重するかというこ
とが、いずれかの立場が不当に優位に立つような偏りを持たない議論によって追及されて
いくことを期待したい。そのためには、今回の早稲田大学の取り組みのように、喫緊の課
題やそれについての専門家の見解が広く知られる機会を設けることが必要だろう。
　また、そうした法学的議論の重要性を理解し議論を追い続けていくと同時に、社会学的
観点から著作物を介しての非市場的なコミュニケーションの重要性にも目を向けたい。本
文で挙げたように既にその萌芽があるが、今後送り手であるアーティストと受け手である
一般ユーザーの関係は今後法規定では追いきれないところまでさらに多様化していくであ
ろう。その変化を見ることを通して、文化の発展とそこで著作権が果たす役割について考
えていきたい。
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